
・ 室長級
・ 調整官・課長補佐級（複数）
・ 係長級（複数）
・ 係員級（複数）

＜役割＞
① 基本的な戦略や制度横断的・一元的な少子化対策の検討

（その結果は、本部長を通じ、少子化対策統括本部において具体化に向け検討）
② 少子化対策の戦略的な広報や企業、自治体、地域等における効果的取組推進方策の検討
③ 効果的な少子化対策の検討推進に資する現状分析

少子化対策の推進のための体制について
「少子化対策統括本部設置要綱」（平成２２年７月３０日大臣伺い定め）

本部長 大臣政務官（山井政務官）

雇用均等・児童家庭局長

大臣官房長
総括審議官
職業安定局長
保険局長
年金管理審議官
政策統括官（社会保障担当）
政策統括官（労働担当）

本部員

本部長代理
事務局長 政策統括官（社会保障担当）

事務局長代理 大臣官房審議官 （少子化対策担当）

事務局

副本部長

少子化対策推進室 （※大臣伺い定めにより設置）

○ 少子化対策を一元的かつ制度横断的に検討し、推進する体制を整備する。

・ 関係部局の課長級で構成し、子ども・子育て新システムの制度設計について検討

検討チーム
事務次官・厚生労働審議官

資 料 ５



○ 少子化対策統括本部  

 

【本部長】 

厚生労働大臣が指名する厚生労働大臣政務官（山井政務官） 

【本部長代理】 

厚生労働事務次官 

厚生労働審議官 

【副本部長】 

雇用均等・児童家庭局長 

【本部員】 

大臣官房長 

総括審議官 

職業安定局長 

保険局長 

年金管理審議官 

政策統括官（社会保障担当） 

政策統括官（労働担当） 

 

○ 事務局  

 

【事務局長】 

政策統括官（社会保障担当） 

【事務局長代理】 

大臣官房審議官（少子化対策担当） 

【少子化対策推進室】 ※室員は少子化対策統括本部の本部長が指名 

＜室長＞ 雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室長 

＜次長＞ 雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室子ども・子育て支援調整官 

雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室長補佐 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室長補佐 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室長補佐 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室長補佐 

        政策統括官付社会保障担当参事官室長補佐 

        政策統括官付政策評価官室長補佐 

政策統括官付労働政策担当参事官室長補佐 

        国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部第一研究室長 

        独立行政法人労働政策研究・研修機構研究員 

＜室員＞ 雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室企画調整係長 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室計画係長 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室子育て支援係長 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室企画調整係 

        雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室企画調整係 

少子化対策統括本部設置要綱 
（平成２２年７月３０日大臣伺い定め） 



 
子ども・子育て新システムの検討体制について 

 

 

【少子化対策統括本部】 

 

 本 部 長    山井政務官 

 

 本部長代理    事務次官・厚生労働審議官 

 

 副 本 部 長    雇用均等・児童家庭局長 

 

 本 部 員    官房長、総括審議官、職業安定局長、保険局長、年金管理審議官、政策統括官（社会保

障担当）、政策統括官（労働政策担当）、 

 

 事 務 局 長    政策統括官（社会保障担当） 

 

 事務局長代理   大臣官房審議官（雇用均等・児童家庭、少子化対策担当） 

 

 検討チーム   ※検討チームの構成員は少子化対策統括本部の本部長が指名 

 

 

     子ども・子育て新システム制度本体検討チーム  

 

雇用均等・児童家庭局総務課長、少子化対策企画室長、虐待防止対策室長、 

子ども・子育て支援調整官、職業家庭両立課長、家庭福祉課長、母子家庭等自立支援室長、 

育成環境課長、子ども手当管理室長、保育課長、母子保健課長 

 

 拠出金検討チーム  

 

雇用均等・児童家庭局総務課長、少子化対策企画室長、保険局保険課長、国民健康保険課長、

年金局年金課長、事業企画課長、事業管理課長 

 

 出産手当金・育児休業給付検討チーム  

 

雇用均等・児童家庭局総務課長、少子化対策企画室長、職業家庭両立課長、 

職業安定局雇用保険課長、保険局保険課長、年金局事業管理課長 

    

 

少子化対策統括本部設置要綱 
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